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・1972 年沖縄県生まれ 

・琉球大学法文学部（マスコミ学専攻）卒 

・琉球新報社記者、衆議院議員秘書 

・沖縄市議会議員を経て、沖縄県議会議員(現３期) 

・沖縄平和運動センター副議長  

・自治体議員立憲ネットワーク共同代表など 

♡子どもの貧困問題、非正規労働問題、米軍基地から 

派生する命とくらしに直結する問題などを取組む。 
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なかむら未央（みお）プロフィール 

沖縄県議会議員のなかむら未央です。 今年の７

月の参議院全国比例区の予定候補として社民党の

公認を受けました。 

沖縄県民の民意を踏みつけにして辺野古の海に

土砂が投入されました。県民は「辺野古新基地建設

反対」の意思を選挙で何度も示してきました。しかし、

国は法をゆがめて工事を強行しています。 

 「美しい海を埋めるな」の声が世界中に広がってい

ます。軍事費を増大させ、平和憲法さえも破壊する安

倍政権をこのまま見過ごしていいはずがありません。 

ふるさとを奪う原発政策、労働の価値を正当に評価

しない雇用政策、子どもや女性、障がい者を置き去り

にする福祉政策。ひとにぎりの権力に集中する富や、

貧困の連鎖は政治がつくりだした問題です。 

私たちは無力ではない。市民の、地域の、女性の、

主権者の力をあわせて政治を変えていきましょう！ 
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 世論調査によれば、人々の多くは、今、憲

法 9 条を変えたいとは考えていません。人々

の最大の関心事は、福祉の問題、子育て支援

の問題、少子高齢化社会への対策、

しかし安倍首相は、そんな世論など全く無視

して、しゃにむに改憲に突き進んでいます。

自民党の下村憲法改正推進本部長は、衆議院

の全小選挙区毎にある各支部に、憲法改正推

進本部を今年末までに設置すること、さらに

世論を喚起するために、民間団体による連絡

会議の設立にも協力するよう求めています。

安倍首相は本気で 9 条改憲をめざしていま

す。戦後 70 年以上、「戦争しない国」であり

続けてきた日本の平和憲法は、まさに今、危

機に瀕しています。 

 安倍政権は、戦争法や秘密保護法など、人々

の多くが反対するいくつもの法案を、数の力

で強行採決してきました。森友・加計問題に

象徴される政治の私物化も目に余ります。問

題が起こるたびに「国民に丁寧に説明する」

と言っていますが、これまで「丁寧な説明」

などがあったでしょうか？こんな傲慢で、不

誠実で、人々をあざむく政権を、そのままに

しておいて良いのですか？ 

❤          購読お
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世論調査によれば、人々の多くは、今、憲

条を変えたいとは考えていません。人々

の最大の関心事は、福祉の問題、子育て支援

対策、などです。 
しかし安倍首相は、そんな世論など全く無視

して、しゃにむに改憲に突き進んでいます。

自民党の下村憲法改正推進本部長は、衆議院

支部に、憲法改正推

すること、さらに

世論を喚起するために、民間団体による連絡

会議の設立にも協力するよう求めています。
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 多くの人々の反対を押し切って

強行採決された違憲の戦争法により、日米の

共同軍事行動が常態化しています。戦争法に

よって、自衛隊の若者たちだけでなく、運輸

労働者・医療労働者・公務員なども戦争に動

員することが、法的に可能となっています。

「９条明文改憲」は、この

憲化です。憲法への明記によって米軍と自衛

隊の一体化はさらに進み、自衛隊の若者が「米

軍の戦争」に参加することで、海外で人を殺

し・殺される状況に直面することになるでし

ょう。そのような事態を許すなら、許した私

たちにも責任があります。日本の若者を決し

て、戦場に送ってはなりません。

安倍政権は、戦争法や秘密保護法など、人々

の多くが反対するいくつもの法案を、数の力

で強行採決してきました。森友・加計問題に

象徴される政治の私物化も目に余ります。問

題が起こるたびに「国民に丁寧に説明する」

と言っていますが、これまで「丁寧な説明」

などがあったでしょうか？こんな傲慢で、不

誠実で、人々をあざむく政権を、そのままに

 選挙だけが、民主主義ではありません。時

の政権が人々の意志、民意を無視して暴走し

ているとき抗議の声をあげるのは、私たちの

義務です。私たちがきちんと政治を監視し、

ダメなことはダメ、と声を上げ続けなければ、

日本の民主主義は破壊され、憲法が改悪され、

日本は再び「戦争のできる国」

います。 市民のみなさん、私たち社民党と

一緒に、「安倍改憲 NO
倍政権は今すぐ退陣！」の声をあげ

しょう！ 
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多くの人々の反対を押し切って 2015 年に

違憲の戦争法により、日米の

共同軍事行動が常態化しています。戦争法に

よって、自衛隊の若者たちだけでなく、運輸

労働者・医療労働者・公務員なども戦争に動

員することが、法的に可能となっています。

「９条明文改憲」は、この違憲の戦争法の合

明記によって米軍と自衛

隊の一体化はさらに進み、自衛隊の若者が「米

戦争」に参加することで、海外で人を殺

し・殺される状況に直面することになるでし

ょう。そのような事態を許すなら、許した私

たちにも責任があります。日本の若者を決し

て、戦場に送ってはなりません。 

 

民主主義ではありません。時

の意志、民意を無視して暴走し

ているとき抗議の声をあげるのは、私たちの

たちがきちんと政治を監視し、

ダメなことはダメ、と声を上げ続けなければ、

日本の民主主義は破壊され、憲法が改悪され、

日本は再び「戦争のできる国」になってしま

市民のみなさん、私たち社民党と

NO！憲法を活かせ！」「安

倍政権は今すぐ退陣！」の声をあげていきま


